
松島町建設工事等一般競争入札及び指名競争入札参加心得 

 

（趣旨） 

第１ 松島町建設工事等の契約に係る競争入札（一般競争入札又は、指名競争入札）に参加する者は、

松島町財務規則（昭和５９年２月１５日規則第５号）及び松島町建設工事執行規則（昭和５９年

２月１５日規則第４号）、松島町建設工事指名競争入札参加資格者資格基準（平成１１年４月１日

施行）その他法令並びにこの心得を遵守しなければならない。 

 

（入札参加資格） 

第２ 次の各号のいずれかに該当する者は、入札に参加することができない。 

 １ 入札参加に必要な資格のない者（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）（以下「令」

という。）１６７条の４第１項に規定に該当する者）及び入札に際して入札者が協定して入札又は、

不正行為を行ったと認められる者。 

 ２ 入札日において、松島町から入札参加資格又は、指名を取り消されている者。 

 ３ 代理人による入札において、当該入札に関する委任状の提出がない者。 

  ４ 国又は他の公共機関等との入札に関し、不正・不当（競争入札妨害及び談合）の行為のあった

者。 

  ５ 建設工事入札参加業者等指名停止要領（平成６年松島町告示第６５号）に定める措置要件に該

当する者。 

  ６ 入札期日において、会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づき更生手続開始の申立て

をしているとき又は民事再生法（平成１１年法律２２５号）に基づき再生手続開始の申立てをし

ているとき。 

  ７ 銀行取引停止となったとき。 

  ８ 入札者及び代理人（以下「入札者等」という。）が、公正な価格を害し、若しくは不正の利益

を図る目的をもって連合するなど入札に際し私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和２２年法律第５４号。以下「独禁法」という。）に抵触する行為その他の不正の行為を行っ

たとき。 

  ９  入札者等が、正常な入札の執行を妨げる行為をしたとき。 

１０  入札執行者が、入札者等が次のいずれかに該当するとして、失格としたとき。 

   （１） 独禁法に抵触する行為その他の不正の行為を行ったおそれがあるとき。 

   （２）  正常な入札の執行を妨げる行為をするおそれがあるとき。 

１１ 入札参加者等及び下請業者が暴力団関係者（暴力団、暴力団員に協力し、又は関与する等これ

と関わりを持つ者として、警察から通報があった者若しくは警察が確認した者をいう。）であると

き。 

１２ ５の規定により同一措置要件で、松島町の指名停止期間と国又は他の公共機関等の指名停止

期間が相違する場合は、松島町の指名停止期間の満了により、国または他の公共機関等の指名停

止期間も満了したものとみなす。 

  



（入札等） 

第３ 入札参加者は、この心得、現場説明に係る仕様書、図面等は指定された閲覧会場にて閲覧する

こと。ただし、写しが必要な場合は、仕様書等を貸し出すので申し出ること。（仕様書等を借りた

場合は、必ず当日又は、指定された期日内に返却すること。） 

２ 仕様書等に対し疑義があるないに関わらず、指定された質問回答書により指定された期日まで

にＦＡＸにて回答すること。 

３ 代理人をもって入札する者は、入札に関する委任状を持参の上、入札の前に提出しなければなら

ない。 

４ 入札参加者は、第２第１項に掲げる者を入札代理人とする事はできない。 

５ 入札書は、建設工事執行規則第１４条第１項に定める様式により作成し、入札者の氏名及び工事

名を表記し、入札公告若しくは指名通知書に示した時刻又は、入札執行者が指示する時刻までに

入札会場に入室しなければならない。 

６ 入札参加者は、落札時に使用する認印を持参しなければならない。 

７ 入札書の様式は特に指定がある場合を除き町ホームページからダウンロードし作成するものと

する。入札書を入れる封筒については長形３号とし、「案件名」「入札書」「自社名」を記入し、町

長宛で作成し入札書と同じ印で封印すること。その際、実際に綴じてあるかは問わない。 

８ 入札書の入札保証金の欄については、入札保証金を要しない入札においては空欄とし、入札保証

金を要する入札においては、以下の金額を記載すること。 

 （１） 現金での納付の場合は納付した金額 

 （２） 保証事業者等の証書で提出した場合、限度額の５％の金額 

９ 入札参加者は、入札書に記載した金額の工事費内訳書（以下同じ。）を入札会場内に持参し、入

札執行者が要求した場合は、提出しなければならない。 

  なお、工事費内訳書の様式は自由であるが、記載内容は最低限、数量、単価、金額等を明らかに

するものであること。 

10 工事費内訳書は、参考図書として提示を求めるものであり、入札及び契約上の権利義務を生じる

ものではない。 

11 令第１６７条の１０第１項の規定により低入札を調査するための調査基準価格（以下「調査基準

価格」という。）を設ける場合がある。 

12 調査基準価格を下回った入札が行われたときは、入札を保留し、調査の上、後日落札者を決定す

る場合がある。 

13 調査基準価格を下回った入札を行った者は、最低価格の入札者であっても必ずしも落札者とな

らない場合がある。 

14 調査基準価格を下回った入札を行った者は、事後の事情聴取等の調査に応じなければならない。 

 

（再度入札） 

第４ 入札１件に係る再度入札は、１回までとする。すなわち、１回目の入札を含め、合計２回まで

とする。なお、予定価格が事前公表されている場合は、再度入札は行わないものとする。 

  



（入札の無効） 

第５ 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 １ 入札書に金額を明記せず又は、誤字、脱字、汚染、塗抹、訂正等により必要事項が確認できな

いもの。（金額訂正は認めない。） 

 ２ 同一人が同時に金額の異なる２通以上の入札を行ったとき。 

 ３ 記名押印及び訂正印を欠く入札 

 ４ 再度の入札において、前回の最低価格を上回る入札 

 ５ 委任者名を併記しない代理人のした入札 

 ６ その他入札に関する条件に違反した入札 

  ７  入札に関し、不正の行為があった者の入札 

 

（随意契約） 

第６ 入札執行者が定める入札において、落札者がないときは、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の２第１項第８号の規定により随意契約の折衝を行うことがある。 

 

（入札の辞退） 

第７ 入札者等は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退することができる。 

２ 入札者等は、入札を辞退するときは、その旨を、次の各号に掲げるところにより申し出るものと

する。 

 （１）入札執行前にあっては、入札辞退届（様式第１号）を当該工事等発注課（以下「担当課」と

いう。）に直接持参し、又は郵送（入札日の前日までに到着するものに限る。）して行う。 

 （２）入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、入札を執行する者に直

接提出して行う。 

 （３）入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受けるもの

ではない。 

 

（公正な入札の確保） 

第８ 入札参加者は、独禁法等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たり競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は、入札意志な

どについていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に他の入札参加者に対して、入札価格を意図的に開示してはなら

ない。 

 

（入札の延期） 

第９ 入札執行者は、天災、事変その他やむを得ない事情が生じたときは、工事（業務）の入札を延

期し、若しくは中止することができる。 

２ 執行者は、入札が適正に行われない恐れがあると認めるときは、入札の執行を延期し、若しくは

中止することができる。 

 



（失格） 

第１０ 次の各号のいずれかに該当する入札を行った者及び正当な理由が無く所定の時刻までに入

札を行わない者は失格とする。 

 １ 最低制限価格を設けている入札において、最低制限価格未満の価格での入札 

 ２ 予定価格が事前公表された入札において、予定価格を超えた価格での入札 

 ３ 指名通知書又は、入札執行者が指示した事項及び入札に関する条件に違反した入札 

 

（落札者の決定） 

第１１ 入札執行者は、落札者又は随意契約の相手側を決定したときは、その旨を宣言するものとす

る。 

２ 有効な入札を行った者のうち、予定価格の範囲内の価格で、最低価格をもって入札した者を落札

者とする。 

３ 前項の規定に関わらず、最低制限価格を設けた工事にあっては、予定価格の範囲内の価格で、最

低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とす

る。 

４ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、抽選により落札者を決定する。 

５ 落札者は、確認のため入札書又は見積書に認印するものとする。 

６ 調査基準価格を設けた工事にあっては、最低の入札価格が当該調査基準価格を下回る場合は、入

札を保留し、松島町契約事務審査委員会において審議の上、落札者を決定するものとする。 

 

（契約書等の提出） 

第１２ 落札者は、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する課税事業者であるか、免税事

業者であるかを契約書作成前に届け出ること。 

２ 落札者は、落札の日から７日以内に町長と別に定める様式で契約書を取り交わし、更に契約の日

から１０日以内に工事（業務）工程表、工事（業務）着手届、現場代理人届等を提出すること。 

  ただし、請負契約予定金額が５千万円以上又は物品購入等の契約予定金額が７百万円以上の場

合は、町議会において可決されるまでの間は、仮契約となるので留意のこと。 

    また、契約において、国及び公共機関等との入札参加資格、指名を取り消されている者、一定の

不正・不当の行為があった者と判明した時は、契約締結できないものとする。  

（異議の申立て） 

第１３ 入札後この心得、仕様書、図面等についての不明、錯誤等を理由に異議を申し立てることは

できないものとする。ただし、その他入札及び契約の事務手続等の過程における異議・不服等に

ついては、申立てできるものとする。 

      なお、申立ての方法その他手続きについては、「松島町入札及び契約の過程に係る苦情処理の

手続に関する要領（平成２０年松島町訓令第８号）」によるものとする。 

 

 

 附 則 

 この心得は、平成３１年４月１日以降の入札から適用する。 


